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はじめに

私は『四銀経営情報』（No.172,2020年１月号）
で世界からみた日本の人口減少問題とその政策課
題について論述し、『四銀経営情報』（No.174,
2020年５月号）で、都道府県からみた日本の人口
減少問題とその政策課題について分析してきた。
これに対して、多くの方々から「大変参考に

なった」といううれしい礼状もいただいた。同時
に、「市町村レベルの人口問題はどうなっている
のか、分析してほしい」という要望もいただいた。
そこで、本稿では高知県を事例に高知県下市町

村の人口を中心にした状況を明らかにすることに
した。
すなわち、行政の基礎単位としての市町村と地

域社会コミュニティの基礎単位である集落の状態
を高知県を事例にしながら明らかにしている。
そして、そのなかで集落の活性化・再生に取り

組んでいる「集落活動センター」と、地域経済の
活性化・再生へ取り組んでいる、農林水産業の
「６次産業化」の現状を明らかにしている。
それを踏まえて、集落や市町村の地域活性化・
再生の政策課題を提起することに努めた。
ただ、本稿は個々の市町村や集落の分析まで立

入っていないので、その点については今後の課題
としたい。

Ⅰ 高知県下市町村の人口の状態

高知県の人口は1960年の85万4,595人から増減
があり、1985年の83万9,784人をピークに一貫し
て減少に転じ、2015年には72万8,276人となって
いる。2015年は1960年の14.8％減である。
そのなかで、高知県下34市町村の状態はどう
なっていたのか。市町村の人口の推移をみると、
第１表のごとくである（合併前の市町村を含む）。
第一に、高知県のなかでも、都市地域と農山漁
村地域の落差が大きいことである。
特に、中核都市であり、県庁所在地としての高
知市および周辺地域への人口集中が大きい。
高知市の人口をみると、1960年の22万1,737人

から急速に増加し、1985年には33万956人となり、
それ以降も漸増して、2005年には34万8,990人の
ピークになる。それからは減少に転じ、2015年に
は33万7,190人となっている。2015年は1960年の
1.52倍になっている。
高知県全体に占める高知市人口の割合は、1960
年の25.9％から2015年には46.3％となり、高知県
の約半分の人が高知市の住民となっている。
高知県でも高知市への一極集中が進んでいるこ
とを示している。
市のなかでも、高知市に隣接する地域では人口
が増加している。たとえば、南国市は1960年４万
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《要約》
１．高知県下市町村および集落の状態について、人口問題を中心に分析した。
２．地域活性化・再生への「四本の柱」を提示した。
３．地域の基礎単位・集落の取り組みとして「集落活動センター」設立と内容について分析し、「もの
づくり」の必要性を提示した。

４．また、「ものづくり」の基軸としての農林漁業の「６次産業化」の状態について分析した。
５．その分析で、高知県の「６次産業化」は全国レベルでみると遅れていること、しかし、逆に言え
ばこれからの可能性が大きいことを提起した。

６．これからの地域活性化の方向として、「ものづくり」と「人づくり」を大切にしてすすめていくこ
とを提起した。

７．そして、これから「連携（結びあい）」・「循環」・「総合（化）」がキー・ワードになる事を指摘した。
８．個々の市町村や集落の具体的分析は今後の課題となる。
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第１表 高知県下市町村別人口の推移



1,798人から増加傾向ですすみ、2005年には５万
758人のピークとなり、それ以降は減少に転じ、
2015年には４万7,982人になっている。2015年は
1960年の1.15倍になっている。
同じく、香南市は高知市のベッドタウンとして

の旧野市町と合併することにより、人口増加都市
となっている。すなわち、1960年３万429人から
2015年３万2,961人へ8.3％増加している。
同じ「市」であっても、高知市から離れた西部

の中心地域となる四万十市や東部の中心地域安芸
市などは人口減少地域になっている。
四万十市は1960年４万7,420人から2015年３万

4,313人へ27.6％減少しているし、安芸市は1960
年３万370人から2015年１万7,577人へ42.1％減少
している。
高知県には11の市があるが、人口順にみると、

①高知市33万7,190人、②南国市４万7,982人、③
四万十市３万4,313人、④香南市３万2,961人、⑤
香美市２万7,513人となり、高知市が圧倒的地位
にあることが特徴である。また、人口が2015年に
1960年より増加している市も、高知市と南国市、
香南市の３市だけである。
第二に、高知県では、高知市、南国市、香南市

の３市以外の31市町村はいずれも2015年は1960年
と比較して人口が減少しているのであり、農山漁
村地域の町村の人口減少が大きいことである。
たとえば、2015年の人口が1960年に比較して、

大川村（90.4％減）を筆頭にして、北川村（78.4％
減）、大豊町（78.3％減）、馬路村（76.0％減）、
仁淀川町（73.3％減）、東洋町（68.1％減）、梼原
町（63.4％減）、大月町（62.8％減）の８町村が
60％以上減少している。
これに、室戸市（55.7％ 減）、土佐清水市

（54.0％ 減）、奈 半 利 町（51.9％ 減）、安 田 町
（57.2％減）、本山町（57.8％減）、土佐町（57.7％
減）、中土佐町（51.8％減）、越知町（51.2％減）、
津野町（56.3％減）、四万十町（55.1％減）、三原
村（53.0％減）を加えると、34市町村中19市町村
が50％以上人口減になっている。

そして、2015年に人口が少ない市町村をみる
と、①大川村（396人）、②馬路村（823人）、③北
川村（1,294人）、④三原村（1,574人）、⑤東洋町
（2,584人）となっており、1,000人未満が２村あ
る。
また、過疎地域に指定されている地域の人口を

みると、1960年42万4,613人から一貫して減少し、
2015年には19万7,084人と53.6％も減少している。
同じく、中山間地域に指定されている地域の人

口も、1960年53万7,327人から一貫して減少し、
2015年28万5,379人と46.9％も減少しているので
ある。
なお、高知県下市町村の人口密度（2020年）は

第２表のごとくである。高知県の人口密度は99.8
人と現在の水準が県土の自然や環境を守りながら
経済活動を維持できるギリギリの水準になってい
るが、34市町村の状態はどうなっているのか。そ
の落差は大きい。
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第２表 高知県下市町村の人口密度（2020年１月）



人口密度の高い順にみると、①高知市1,060.1
人、②田野町400.9人、③南国市377.1人、④土佐
市294.5人、⑤香南市263.6人となっており、田野
町以外は高知市周辺地域である。しかも、高知市
が断突の人口密度になっている。
逆に、人口密度の低い順にみると、①大川村

4.1人、②馬路村5.2人、③北川村6.5人、④大豊
町11.2人、⑤梼原町14.7人となっており、中山間
地域中心であり、大川村、馬路村、北川村は一ケ
タ台であり、自然や環境を維持することさえ困難
になっている。
次に、高知県下34市町村の2020年１月段階の年

齢構成比率をみると、第３表のごとくである。

高知県全体では年少人口比率は11.1％、生産年
齢人口比率は54.3％、高齢者人口比率は34.6％で
あるが、市町村の状態はどうか。
年少人口比率を高い順にみると、①南国市

（12.4％）、② 香 南 市（12.4％）、③ 高 知 市
（12.2％）、④ 四 万 十 市（11.3％）、⑤ 芸 西 村

（11.0％）と、高知市を中心とする都市部である。
逆に、年少人口比率を低い順にみると、①大豊

町（5.1％）、② 東 洋 町（5.5％）、③ 三 原 村
（6.7％）、④仁淀川町（6.7％）、⑤室戸市（6.8％）
となり、中山間地域の町村が中心である。しか
も、年少人口比率が10％以下なのが22市町村にの
ぼっている。
次に、高齢者人口比率を高い順にみると、①大

豊町（58.0％）、②仁淀川町（54.6％）、③東洋町
（52.0％）、④室戸市（49.5％）、⑤土佐清水市
（48.6％）となっており、高知市から離れた市町
が上位にきている。
逆に、高齢者人口比率の低い順にみると、①高

知市（29.4％）、②南国市（31.0％）、③香南市
（31.8％）、④四万十市（35.8％）、⑤土佐市（36.2％）
となっており、高知市中心の都市地域である。
そして、高齢者人口が40％を超えている地域が
23市町村にのぼっている。
次に、高知県下市町村の産業別就業者比率

（2015年）をみると、第４表のごとくである。
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第３表 高知県下市町村の年齢別人口割合
（2020年１月１日）

第４表 高知県下市町村の産業別就業者比率
（2015年10月１日）



高知県の第1次産業就業者比率は、青森県
（12.0％）に次いで、11.4％で全国第２位の高さ
にある。
高知県下市町村の第１次産業就業者比率をみる

と、①芸西村40.5％、②安田町37.1％、③大豊町
36.4％、④北川村35.5％、⑤四万十町31.8％、⑥
大月町30.5％にみられるように、30％以上が６町
村あり、20％以上で15市町村になっており、高知
県が第１次産業中心の地域であることを示してい
る。
これに対して、第２次産業就業者比率は高知県

で16.6％で全国45位で低い状態である。市町村段
階でも25％以上なのは、①仁淀川町32.0％、②津

野町27.1％、③馬路村25.8％の3町村だけである。
第３次産業就業者比率は高知県で68.7％で全国

12位と比較的上位にある。しかし、市町村でみる
と、70％以上は①高知市76.4％、②四万十市
70.9％と２市のみである。
このように、産業別就業者比率でみると、第１
次産業中心であることが明確である。
最後になるが、それでは、高知県下34市町村の
将来人口はどのように予測されているのか。それ
は、第５表のごとくである。
高知県の人口は、2015年72万8,276人から2045

年には49万8,460人へ50万人を切ることが予測さ
れている。30年間で31.6％減少し、2045年には
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第５表 高知県下34市町村の将来人口の予測



2015年の68.4％となり、７割を切る状態である。
このなかで34市町村の状態はどうか。高知県の

一極集中状態であった高知市は、2015年33万
7,190人から2045年には27万1,051人へと約20％減
少する。しかし、高知市は2015年高知県の人口の
46.3％と高い比率を占めていたが、2045年には
54.4％を占めており、人口は減少しているが、高
知県の中での比率は高くなり、さらに一極集中の
状態が進むと予測されている。
このなかで、高知県下34市町村の人口は2015年

と比較して2045年すべて減少しているが、2045年
に2015年の人口の70％以上を占めているのは、①
高知市の80.4％、②香南市79.6％、③南国市
72.2％のわずか３市に止まっている。
逆に、2045年に2015年と比較して50％以下（す

なわち、50％以上減少）になっているのは、①大
豊町30.2％、②室戸市33.9％、③仁淀川町34.5％、
④東洋町34.9％、⑤大川村36.1％、⑥大月町
37.4％、⑦安田町39.9％、⑧馬路村42.5％、⑨土
佐清水市43.2％、⑩黒潮町44.5％、⑪津野町
45.9％、⑫中土佐町46.4％、⑬いの町48.1％、⑭
日高村48.7％の14市町村にのぼっているのであ
る。
また2045年に、①大川村143人、②馬路村350人、

③北川村721人、④三原村816人、⑤東洋町901人
と、５町村が1,000人以下になることが予測され
ている。

Ⅱ 高知県下市町村の集落の状態

次に、地域再生の基礎となる集落の状態はどう
なっているのか。
高知県の集落数は1960年2,630から2010年には

2,537となり、2015年には2,531（旧高知市171集
落を含む）となっている。2015年を1960年と比較
すると99集落減少しており、2010年と比較しても
６集落減少しているのである。
それでは、2015年の高知県下34市町村の集落数

および世帯別分類はどうなっているのか。集落数
とその世帯別数をみると、第６表のごとくである。

これでみると、いつ消滅してもおかしくない９
世帯以下は288で全体の12.2％を占めている。
10～19世帯は406で17.2％であり、19世帯以下で
694で29.4％で３割を占めている。
また、20～49世帯は763で32.3％で最大比率で
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第６表 高知県下市町村の集落数と世帯別分類



あり、50～99世帯は490で20.8％、100～299世帯
は331で14.0％である。300世帯以上はわずか82集
落で3.5％にすぎないのである。
安定した集落となる100世帯以上は413であり、

全体の17.5％を占めるにとどまっている。
そして、19世帯以下の集落数の割合が50％以上

を占めている市町村は、北川村、大豊町、大川村、
仁淀川町、越知町、梼原町の６町村である。
また、９世帯以下の集落数割合が30％以上を占

めている市町村は、北川村、大川村、仁淀川町の
３町村である。
これを過疎地域でみると、集落数は1,522で全

体の64.5％を占めている。９世帯以下が246で
16.2％を占めており、19世帯以下でみると、563
で全体の37.0％を占めている。100世帯以上は183
で全体の12.0％を占めるにすぎないのである。
また、中山間地域でみると1,908であり、全体

の80.8％を占めている。19世帯以下の集落は550
であり、28.8％を占めている。逆に、100世帯以
上は289であり、15.1％を占めるにすぎないので
ある。

Ⅲ 地域活性化・再生への「四本の柱」

地域をいきいきとするには、どうすればいいの
か。
私は、「地域とは、そこに住み生きている人た

ちが、お互いに協力し、支えあいながら、お互い
の個性や能力を伸ばしていく場（空間的領域）で
ある」と位置づけている。
また、自治体とは「そこに住み生きている人た

ちが、お互いに協力し、支えあい、お互いの個性
や能力を伸ばすためにつくっている組織である」
と位置づけている。
そして、地域を活性化するためには「四本の柱」

が大切であり、それについて簡潔に述べていきた
い。

１．第１の柱－ものづくり
第１の柱は「ものづくり」である。

人間が生きていくには、衣食住などの生きてい
く素材が必要であり、それらを得るための所得が
必要である。
ものづくりは人間が生きていくための基礎とな

るものであり、生産の拡大と雇用の場の創出をは
かるということである。すなわち、生産の場、労
働の場、仕事の場の創出である。
そのためには、高知県のような農山漁村地域で

は、第１に、農林漁業そのものおよびそれを素材
とする加工業の活性化、それに生産したものや加
工したものを販売する流通業、販売網の整備を目
指していく必要がある。
そのときは、地域にある宝物－自然・環境・生

命・歴史・教育・文化・資源・技術・資本・人材
などを最大限に生かしていくことである。
そして、第１次産業の発展が第２次産業や第３

次産業の発展をうながし、第２次産業の発展が第
１次産業や第３次産業を進め、第３次産業の発展
が第１次産業や第２次産業の発展を促進していく
という、産業間の相互発展をうながすというプラ
ス循環を常に念頭に置くことである。
時代の流れからいって、農林漁業に従事する人

を増加することは困難でも、減少を最小限にする
こと、そして第１次産品の加工業を増加すること
によって、定住人口の拡大をはかることである。

２．第２の柱－地域社会（地域コミュニティ）
づくり

第２に、地域社会（地域コミュニティ）づくり
である。
すなわち、ものづくりがうまくいって、生産の
拡大や働く場、雇用の場ができ、経済的に豊かに
なったからよい地域かといえば不十分である。
生産（仕事）と生活がおこなわれ、人間として
豊かになるとともに、人と人との結びあいがで
き、人と人とがお互いに豊かになっていく場（空
間的領域）を形成していくことが必要である。
地域（社会）には「賑わい」と「結びあい＝絆」
と「癒し」が大切になっている。
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特に、過疎化と高齢化がすすみ、協働しても葬
儀もできなく、「孤独死」が増加している農山漁
村地域では、新しい近代的な共感意識＝和をつく
ることが求められている。
すなわち、1960年代以降になると、生産面では

農業基本法のもとに減反、転作がおこなわれ、
「米」という共通の話題がなくなってくる。他方、
キュウリ、ナス、ピーマン、ショウガなどの園芸
作目が新しく導入され、作目ごとの生産組合がま
とまりの中心になる。
また、生活面では、①自動車、②電話、③テレ

ビなどが生活のなかに入り、現在ではパソコンや
スマホなど情報機器が生活の中心になると、個々
の人間の行動範囲が広がり、人と直接会わなくて
も生活でき、世界の情報も家庭で瞬時に入ってく
るようになる。
そうなると、みんなが集まってワイワイガヤガ

ヤと話し合い、情報をだしあって、一緒に行動す
ることが少なくなってくる。
そのなかで、冠婚葬祭をともにおこなうことも

少なくなり、お互いに支えあった「結（ゆい）」
もなくなってくる。
しかし、現在の時代に、新しい共感を基礎にお

いたお互いがお互いを支えあう新しい「結（ゆ
い）」が必要になっている。
それが、現在の地域社会（地域コミュニティ）

づくりに求められているといえよう。

３．第３の柱－内発的交流ネットワークづくり
第３に、内発的交流ネットワークづくりであ

る。
地域内・外を通して交流し、お互いが豊かにな

ることが大切になっているし、足を地につけなが
ら、広い視野で地域づくりをしていくことが求め
られているからである。
足元から世界を考える視点から広く交流・連携

をすすめ、より豊かな地域づくりをすることが大
切だからである。
都市と農山漁村地域とのヒト・モノ・カネ・情

報の交流を深めることによって、お互いに地域の
活性化と定住人口の増加をはかることが大切な課
題となっている。
「内発的交流」というのは、都市と農村の交流
において、これまではややもすれば、「都市のた
めの農村」という関係が強かったが、これからは
「都市の活性化が農村の活性化になり、農村の活
性化が都市の活性化になる」ような交流関係をつ
くるということである。
また、「内発的」というのは、「内」なる欲求に
もとづいて「外」との交流をはかるということで
あり、他から与えられるものではなく、自分たち
が自分たちの発想にもとづき、自立・自律を基礎
に交流を深めていくということである。

４．第４の柱－人づくり
第４に、人づくりである。
四番目になぜ「人づくり」をもってきたのか。
それは、（１）ものづくり、（２）地域社会（地域
コミュニティ）づくり、（３）内発的交流ネット
ワークづくり、のいずれを実行するにしても、そ
れを担う人が必要である。すなわち、なにをする
にしても最後は「人」である。
それゆえ、どのような地域づくりをしても、最
後はそれを担う「人」が必要であり、「人づくり」
が総括的な役割を担う課題となるからである。
そして、その地域に生きている人たちが、人間
としてお互いに豊かになることが大切だからであ
る。
そのために、家庭教育、小・中・高・大学の学
校教育、社会教育を通じて地域を知り、地域で実
践し、地域に誇りと愛着をもつ人間をどれだけた
くさん育てていくのかが大切なのである。
また、時代の流れや経済社会の変化を的確につ
かみ、柔軟に対応できる人材をどれだけたくさん
育てていくことができるかも大切な点である。
人間が地域に定住するためには、その地域に誇
りと愛着をもつことが大切である。
そのために、地域の自然や環境、生産や生活、
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文化や教育、歴史や景観などを学び知ること、そ
して学び知ることにより地域に対する誇りと愛着
をもつようになり、つぎの地域の担い手になって
いくのである。
そのときに、高齢者の役割も大きいのである。
なぜなら高齢者とは、①長い人生を生きてき

て、たくさんの智恵をもっている人、②その智恵
を次の世代へ伝えていく人、③現実にも地域の活
性化の担い手である人、であるからである。
いずれにしても、家庭教育、学校教育、社会教

育の総合力で地域の担い手＝人を育てていくこと
が大切である。

５．「四本の柱」をつくる基本的視点
最後になるが、この（１）ものづくり、（２）

地域社会（地域コミュニティ）づくり、（３）内
発的交流ネットワークづくり、（４）人づくり、
の四本の柱を政策化する場合の基本的な視点につ
いては、ここでは詳しく分析できないので、第７
表のように提示しておきたい。
また、四本の柱を実行するには、連携（結びあ

い）・循環・総合性がキーワードとなるのである。

Ⅳ 地域の基礎単位「集落」の取り
組み－「集落活動センター」

地域の再生や活性化の基礎単位は集落である。
地域活性化の基本的視点でみたように、農山漁
村地域では私→家族→集落→（小中）学校区→市
町村→都道府県→国→世界と行政区域を入れると
こういうことになる。
そのなかで、農山漁村地域や過疎地域や中山間
地域では生産（労働）と生活の経済的・社会的関
係をつくる基礎単位は一般的に集落となる。
それゆえ、集落を基礎単位として、市町村や県
の行政政策がたてられることになるのである。
高知県でもいち早くこの集落に注目し、政策が
立てられることになる。
すなわち、高知県は2012年４月から「集落活動
センター」の取り組みをスタートする。そして各
市町村も集落活動センターの設立に力を入れる。
そして、2012年６月に第１号として、本山町汗
見川地区に、立野、坂本、屋所、沢ヶ内、瓜生野、
七戸の６集落（人口168人、96世帯）で集落活動
センター「汗見川」が誕生したのである。
この集落活動センターは2021年10月段階で10市
17町５村の32市町村に63ヵ所開所されている。そ
れは第８表のごとくである。
そして、2016年４月には、集落活動センターの
取り組みの事例の共有や情報交換、相互交流を推
進するために、集落活動センター連絡協議会を結
成している。
それでは、集落活動センターとはなにか。高知
県は「地域の住民が力を合わせて、将来にわたり
『安心して暮らし続けられる集落づくり』を進め
るための仕組み」とし、「旧小学校や集会所等を
拠点として、近隣の集落どうし（旧小学校区単位
を想定）が連携しながら、生活・福祉・産業・防
災などの活動について、地域ぐるみで取り組み、
運営には地域の組織や個人の力が関わるほか、地
域おこし協力隊や集落支援員など、地域内外の人
材を活用する」と定義している。
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第７表 地域活性化への基本的視点



そして、その活動の内容や担い手などについ
て、第９表のごとく整理している。
この表からわかるように、集落活動センターの

取り組みは非常に多方面で多様な内容になってお
り、各市町村や集落の力量に多く依存することに
なっている。
それゆえ、各集落活動センターの状態に応じ
て、活動内容に違いがみられる。
特に、いち早く集落活動センターの開設に取り

組んだ地域は、その取り組みの内容も豊富な内容
になっている。それは、以前から地域の住民が地
道に地域活動に従事していたからであろう。
たとえば、集落活動センターを最初に開設した

３ヵ所を表示すれば、第10表のごとくである。
そこで展開されている活動は集落活動を始めと

して、お互いの生活を支援する活動を多面的に展
開しているし、集落の生産の場、働く場、仕事の
場となる取り組みにも積極的に展開しており、他

の集落活動センターも学ぶ点が多いといえよう。
この集落活動センターの取り組みは集落の活性

化とともに行政としての市町村の活性化のために
も役立っているが、そこではどのような課題があ
るのか。
第１に、この活動が持続的に維持されるために

は、各市町村や集落で生活できる経済的基盤が必
要である。
すなわち、私が提起している地域活性化の第１

の柱＝「ものづくり」（生産の場、労働の場、仕
事の場）が必要になっている。
この経済的基盤がなければ、地域や集落で持続
的な活動ができないからである。
そのために、地域にある宝物＝資源を最大限に
活用して、生産の場、仕事の場を創出する活動を
目的意識的にすることが大切になっている。
たとえば、本山町汗見川地区での取り組みで
は、①農林水産物の生産・販売部門では、ⓐそば
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第８表 集落活動センターの開設状況（2021年10月現在）

（出所）高知県資料



の栽培からそば粉に加工し、清流館の食事やそば
打ち体験で使用、ⓑしその栽培からしそ抽出液を
製造し、地元企業に販売などの取り組みをしてい
る。②特産品づくり・販売部門では、ⓐ清流味噌、
しそジュースなど地域住民が製造する加工品の販
売支援、ⓑしそ抽出液を使用したアイスドレッシ
ング、ジュースの地元企業との共同開発・販売な
どの取り組みをしている。いずれの場合も地域に
生産の場、働く場、雇用の場を創出するものであ
り、地域住民の経済的基盤をつくりだすものであ
る。
第２には、中山間地域や過疎地域の市町村や集

落は人口減少と高齢化がすすみ、集落活動を支え
る人間、地域の担い手そのものが少なくなってい
る。市町村の自治体や集落活動を持続的にすすめ
るには、この担い手そのものを一定確保していく
ことが大きな課題である。
そのためには、私が提起している第４の柱＝

「人づくり」が大きな政策課題となっている。
そのためには、家庭教育、学校教育、社会教育

の総力をあげて、地域の担い手そのものを育成し
ていくことが大切になっている。
また、移住促進政策に全力をあげることが必要

になっている。
その場合でも、移住から定住へすすめるように

することが大切である。そのために、移住者が定
住できるようにする生産の場、仕事の場、雇用の
場を提供することが大切である。
そのために、例えば佐川町が地域おこし協力隊

員を募集する際、「自伐型林業に従事できる人」
と仕事の内容も明確にして募集しているが、その
ことが大切である。地域や集落にとって必要であ
る人材とともに、移住した場合に仕事ができる状
態をつくり、定住へすすめる条件をつくり、定住
できるように提示しているからである。
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第９表 集落活動センターの取り組み概要

（出所）高知県資料



Ⅴ ものづくりの１つの基軸－「６
次産業化」

農山漁村地域で人間が生きていくためには、生
きていくための経済的基盤－生産の場、労働の
場、仕事の場、雇用の場が必要である。
すなわち、私流にいえば、地域活性化の第１の

柱＝ものづくり（生産の場、仕事の場）が必要に
なっている。
農山漁村地域でこの「ものづくり」の１つの基

軸になるのが農林漁業の「６次産業化」である。
農林水産省は「６次産業化」とは「農林漁業者

（１次産業）が、農産物などの生産物の元々持っ
ている価値をさらに高め、それにより、農林漁業

者の所得（収入）を向上していくこと」であり、
「生産物の価値を上げるため、農林漁業者が、農
畜産物・水産物の生産だけでなく、食品加工（２
次産業）、流通・販売（３次産業）にも取り組み、
それによって農林水産業を活性化させ、農山漁村
の経済を豊かにしていこうとするもの」と位置付
けている。
そして、「６次産業」とは（１次産業）×（２

次産業）×（３次産業）の６次産業であるとして
いる。
これは、私がいっている第１次産業の発展が第

２次産業や第３次産業を発展させ、第２次産業の
発展が第１次産業や第３次産業を発展させ、第３
次産業の発展が第１次産業や第２次産業の発展を
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第10表 集落活動センター開所地区の状況（2012年設立）



促進するという政策と若干異なるが重なる部分も
多い。
それゆえ、高知県における６次産業化の状況に

ついてみてみよう。
高知県の６次産業化商品の品目別販売額をみる

と、第11表のごとくである。
販売総額は2019年で46億4,599万円である。品

目別販売額（種別）順位をみると、①酢・ポン酢
類が21億9,575万円、②ジュース類５億5,662万
円、③菓子類１億6,700万円となっている。
そして、特にユズ加工品の販売額をみると、

2019年で40億3,220万円となっており、ユズ加工
品の比率が高いことが高知県の特徴である。
品目数は2017年308、2018年324、2019年320と

毎年ほぼ300品目となっている。
製造者数をみると、2013年112人、2015年109人、

2019年100人となっており、毎年100人強である。
つぎに、６次産業化の販売部門を担うものとし

て大きな役割をはたすのは農林水産物直販所なの
で、この直販所の状況をみてみよう。それは第12
表のごとくである。
直販所店舗数をみると、1994年66店舗から1998

年79店舗になり、その後は順調に伸びて、2006年

141店舗まで増加する。しかし、その後はほぼ横
這い状態で2019年には143店舗となっている。

それでは売上高はどうか。1994年18億円からほ
ぼ順調に増加し、2000年には40億円、2005年63億
円、2010年81億円、2015年95億円、2019年105億
円と伸ばしている。
それゆえ、現在では140店舗前後で105億円の売

上高というのが到達点である。
売上高別店舗数でみると、第13表のごとくであ

り、2019年で１千万円以上～５千万円未満が51店
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第11表 高知県の６次産業化商品 品目別販売額

第12表 農林水産物直販所の店舗数・売上高推移

（出所）高知県資料



舗で35.7％を占め、一番多く、１千万円未満が31
店舗で21.7％を占め、５千万円未満で57.4％を占
めている。

一方、売上高１億円以上は34店舗で23.8％であ
る。
また、売上高の上位３市町村をみると、（2019
年）、①高知市24.1億円、②四万十市13.5億円、
③安芸市5.5億円であり、高知市が全体の23.0％
を占めている。

Ⅵ 高知県下市町村および集落の政
策課題

高知県下34市町村および集落の状態、すなわち
人口減少と高齢化のなかで、自治体や集落の存立
が厳しい状況にあることをみてきた。
そのなかで、地域の再生や活性化に向けて「集

落活動センター」の設立や農林水産業の「６次産
業化」の現状についてもみてきた。
そのなかで、集落や地域・自治体の政策課題は

なんだろうか。
第一に、最大の課題は地域において、生きてい

くための経済基盤、すなわち、生産の場、働く場、
仕事の場、雇用の場を創出することである。地域
活性化の第１の柱＝「ものづくり」を拡大するこ
とである。
第二に、この「ものづくり」を担う人間＝人材

をつくりだすことである。すなわち「人づくり」
である。
ここでは、第１の生産の場、雇用の場の創出に

ついて述べていきたい。
高知県のような農山漁村地域、特に過疎地域や
中山間地域が多い地域では、産業としては農林漁
業が大きな比率をもっており、この農林漁業その
ものと、農林水産物を素材として加工すること
と、それらを販売することの連携・循環・総合的
な発展をはかることが、基軸になる。
もちろん、高知県や市町村もこれまで、この分
野の発展に努力しており、「６次産業化」の政策
もその一つの大きな柱となってきた。
ここでは、農林漁業の６次産業化に焦点をあて
ながら、その可能性について述べていきたい。
まず、高知県における農林水産物の主な産地を
みると、第14表のごとくである。
これでわかるように、高知県下市町村はそれぞ
れ地域の状態にあわせて、農林水産物をつくって
いる。この農林水産物はそれ自体が販売の対象に
なるが、同時に加工の素材となるのであり、多種
多様な加工が可能となっている。
この農林水産物の生産および加工をして付加価
値をつけて販売すれば、雇用の場が広がることに
なるのである（以下農林水産省資料による)。
まず、農業部門をみてみよう。
農業産出額は1,170億円（2018年）であり、全

国28位である。そのなかで、野菜は745億円で全
国第11位、果実114億円で20位、いも類21億円（11
位）、花き73億円（13位）が主なところである。
このなかで、畜産は全体で80億円（41位）と少
ない状態にあり、これから拡大する分野とする必
要がある。農畜産物の生産状況をみると、なす、
しょうが、にら、ししとう、花みょうが、ユズ
（柚）、文旦が全国１位の生産量を誇っており、生
産基盤を整えながら、その加工分野の拡大が大き
な課題となっている。
また、農業生産関連事業をみると（2017年）、
農産物の加工は132億円で全国22位である。農産
物直販所は240億円で18位、観光農園3.5億円で30
位、農家民泊0.5億円で23位、農家レストラン1.4
億円で43位であり、これからという状態である。
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第13表 農林水産物直販所の売上高別店舗数



このように、高知県の農業は農産物そのものの
生産が中心で、その素材を加工し販売する、その
販売の拡大を通じて、生産そのものを拡大すると
いう、連携・循環・総合化のシステム化を促進す
る段階にある。ということは、逆に言えば、その
伸び代が大きいのである。
つぎに、林業を見てみよう。高知県の森林面積

は県土の84％を占め、全国１位である。
そのなかで、林野面積は594千 ha であり、全

国11位である。林業産出額（2018年）は82.2億円
で全国19位であり、その内木材生産が58.2億円
（全国11位）で71％を占めており、木材生産中心
である。栽培きのこ類生産は12.1億円（全国29
位）で14.7％である。
林産物の生産状況をみると、素材生産量は52万

㎥で、全国13位である。そのなかで、ひのきは18
万㎥で全国４位になっている。
また、乾ぜんまいは27トンで全国１位、木炭

1,523トンで２位、木質粒状燃料は6,747トンで全
国３位と上位を占めている。
ただし、製材工場数は86工場で全国27位であ

り、少ない水準にある。加工を拡大するには、こ
の製材工場の拡大が課題となる。

このように、高知県の林業分野でも素材生産が
中心であり、加工して付加価値をつける分野で
は、これからの課題となっている。
最後に、高知県の漁業をみてみよう。
高知県の漁業産出額（海面漁業・養殖業産出額）

（2017年）は497億円で全国10位で上位にいる。
水産物の生産状況をみると、海面漁業・養殖業

生産量は９万3,637トンで全国15位である。その
なかで、そうだがつお類の漁獲量は5,973トンで
全国１位である。
また、まだいの養殖業漁獲量は6,188トンで全

国３位である。
内水面漁業・養殖業生産量は473トンで全国18

位であるが、そのなかであゆの漁獲量は94トンで
全国６位である。
このように生産量では比較的上位にあるが、漁

業生産関連事業はどうなのか。
水産物の加工は7.75億円で全国26位である。水

産物直販所は1.15億円で全国28位である。
また、漁家民泊は0.13億円で31位、漁家レスト

ラン0.88億円で19位と出遅れている状態にある。
それゆえ、日本経済新聞（2021年11月６日付）

によれば、中国・四国の漁業の６次産業化率は①
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第14表 高知県における農林水産物の主な産地

（出所）農林水産省資料



徳島県（29.5％）、②広島県（25.8％）、③岡山県
（24.2％）、④ 香 川 県（19.1％）、⑤ 鳥 取 県
（13.7％）、⑥山口県（11.3％）、⑦愛媛県（6.3％）、
⑧島根県（3.0％）、⑨高知県（2.1％）と高知県
は最下位にある。
それゆえ、高知県の漁業は水産物の生産状況は

比較的上位にありながら、その加工や販売部門は
著しく遅れているといえよう。
このように、高知県の農林水産業は素材生産に

おいては全国でも比較的上位にありながら、その
加工や販売部門では立ち遅れている。しかし、そ
れを逆に言えば、これからの伸び代が大きいとい
うことであり、未来に希望を持ちながら、展開す
ることが求められているといえよう。
また、高知県の第一次産業とその加工・販売を

拡大するには、国内・外の市場の動向を見定めて、
その情報を的確につかみ、生産者に伝えていく
「地域商社」の存在が必要であり、その育成が求
められているといえる（地域商社については、前
田和雅氏の論稿『四銀経営情報』No.179,2021年
10月参照）。
そして、その地域商社に資金提供する地域の金

融機関の役割も大きくなっている。
地域の産業を発展させるため、地域における

産・官・学・金の連携・循環・総合化が大切になっ
ている。
このように、第１次産業の発展が第２次産業や

第３次産業を発展させ、第２次産業の発展が第１
次産業や第３次産業を発展させ、第３次産業の発
展が第１次産業や第２次産業を発展させるとい
う、産業部門間の相互発達のプラスの循環をつく
りだすことが、現在必要になっているのであり、
これが一つの政策課題だといえよう。

おわりに

高知県下市町村および集落レベルでの人口減少
問題・高齢化問題について、その現実と政策課題
を中心に分析してきた。
特に、地域活性化や再生への四本の柱のうち、

「ものづくり」（生産の場・雇用の場・仕事の場づ
くり）に焦点を合わせる形で分析してきた。
その結果、現実には厳しい状態にあることには

変わりないが、そのなかで新しい展開もみられ
る。
それゆえに、これからは地域活性化および再生

は、四本の柱（①ものづくり、②地域社会（地域
コミュニティ）づくり、③内発的交流ネットワー
クづくり、④人づくり）を念頭におきながら、現
実の状態にあった形ですすめていくことが必要に
なっている。
まさに、連携（結びあい）・循環・総合をキー

ワードにしながら、地域住民、自治体の力量に
あった形ですすめることである。
その際に痛感することは、この現実の姿を改善

していくために、国の政策の基本方向がどうなっ
ているのかが大きな課題になっていることである。
国の政策を私たち自身が作っていくという気概

が求められているように思えてならない。
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